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１．はじめに 
 
 （１）事業の背景 
 

 わたしたちは、化石燃料（石油、石炭、天然ガスなど）を使って便

利で高度な文明社会を創り、くらしを豊かにしてきました。このくら

し方が二酸化炭素の増加を招き、その温室効果によって気温の上昇を

もたらしています。 

 「かけがえのない地球をこどもたちへ伝える」ため、地球環境の現

在の状態を知り、そのうえで自分に何ができるかを考える必要があり

ます。 
 くらしの中で、人まかせにするのではなく、一人ひとりが積極的に

取り組んでいかなければ決して環境問題は解決しません。具体的な行

動を起こす必要があります。 
 その具体的行動の一つとして、省エネルギーの取り組みを通じて、

環境にやさしい暮らし方について考えるキッカケをつくり、電気代の

節約につなげ、誰もが気軽に家族ぐるみで楽しく参加できる企画とし

て、「家庭の電気ダイエットコンクール」を実施します。 
 
 
 
 

 （２）事業の目的 
 
 各家庭における電気使用量の対前年比の削減割合や世帯１人あたり

の電気使用量、省電力の取り組み内容の３点を競う「電気ダイエット

コンクール」を行い、当該コンクールや各家庭での省エネの工夫によ

り、地域の家庭での省エネ対策の普及を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 



２．実施要綱 手順・スケジュール例 
 
  ※１２月を取り組み期間とした場合 
 
       チラシ等広報物の準備    ７月 
 
 
 
       コンクール実施広報     ８月～１０月 
 
 
 
          申込         ～１０月 
 
 
 
         案内資料発送      １１月中 
 
 
 
       各家庭での取り組み     １２月 電力会社の「電気使用 
                      料お知らせ」の期間とする 

                       
 
         報告書提出       １月 
 
 
 
         集計・まとめ      ２月 ＣＯ2削減実績・使用電 
                         力量実績の集計、取り 

                         組み内容の集約 

                        
        まとめの広報       ３月 表彰対象者へ賞品発送 
                         大賞者表彰式設定 
                         集計結果を広く広報 
 



３．体制 
 
 （１）事務局の主な業務 
 
      ①チラシ等広報物の作成 
      ②申込案内 
      ③申込者情報管理 
      ④資料作成－コンクールの説明と啓発につながるもの 
      ⑤資料発送 
      ⑥報告書提出の呼掛け 
      ⑦報告書集計作業 
      ⑧表彰－表彰式の設定や賞品の発送 
      ⑨結果の広報 
 
 
 （２）集計項目 
     
      ①報告してもらう項目 
       １）電力会社の「電気使用量のお知らせ」を報告書に添付 
          その内容より、今年度月電気使用量、前年度月電気使用 
         量、今年度月使用日数、前年度月使用日数、今年度月電気 
         料金（請求予定額）を集計 
       ２）世帯人数 
       ３）連絡先 
       ４）取り組み内容、感想 
 
      ②集計する項目 
       １）１日当り使用量前年比 
       ２）世帯人数一人当り電力使用量 
       ３）ＣＯ 削減量 2

       ４）電気料金単価 
 
 
 
 
 



４．事業の結果 
 
 （１）応募実績  ２，８４１世帯 
 
 （２）報告実績 

 報告数 達成者 削減世帯 増加世帯 無効世帯 
計 1,453 618 973 416 64

     ※「達成者」：１日当り電力使用量が前年比１０％以上削減した世帯 
 
 （３）電気使用量削減実績・ＣＯ 想定削減実績 2

 
   ①全世帯（１，３８９世帯、無効６４世帯を除く）実績 
 
    ●０４年１月使用量計：７２８，００２ｋＷｈ 
    ●０３年１月使用量計：８０８，３２８ｋＷｈ 
    ●削減電力量    ： ８０，３２６ｋＷｈ 
    ●削減電気料金   ：１，６５４，７１６円 （平均単価より） 
    ●全世帯平均料金単価：２０．６円 
    ●１世帯当り平均料金：１０，８３７円 
    ●１世帯当り削減額 ： １，１９１円 
    ●削減ＣＯ2量：４９，８０２ｋｇ－ＣＯ2 
      ※ＣＯ2係数：０．６２－中国電力実績値より 
    ●平均・世帯人数：４．２人 
    ●平均・１日当り使用量対前年比：８６．８％（削減率：１３．２％ ） 
      ※中国電力岡山支社内電力使用量前年比：１０４．１％ 
    ●平均・世帯人数１人当り電力使用量：１２７．３ｋＷｈ 
 
   ②削減世帯（９７３世帯）のみの実績 
 
    ●削減電力量 ：１０２，００３ｋＷｈ 
    ●削減電気料金：２，１０１，２６２円 
    ●１世帯当り削減額：２，１６０円 
    ●削減ＣＯ 量：６３，２４２ｋｇ－ＣＯ  2 2

      ※ＣＯ2係数：０．６２－中国電力実績値より 
 
 



 （４）支出決算            

                     単位：万円 

項目 金額 

人件費 ２０

アルバイト賃金・旅費 ８

消耗品費（封筒代） ６

通信運搬費（郵便代） ３２

印刷製本費（チラシ・資料代） ７６

他 １

消費税及び地方消費税 ７

合 計 １５０

 

 

 
５．流れと主な工夫点 
 
  （１）募集要項、広報 
 
    １）実績について 
       下表の通り、コンクールを何回か繰り返すことで、具体的なイ 
      メージの浸透が図れ、参加者増につながる。 
 
 ○過去の応募者実績 
年度 応募者数 前年比 
２００２ 339 － 
２００３ 1,659 489.4 
２００４ 2,833 170.8 

     ※２００２年度：対象は委員のみで実施 
 
 
      また、具体的なイメージの浸透が図れることで、削減実績として 
     も、質的向上につながっている。 
     
     ○達成実績 

地域名 ０４達成 ０３達成 前年比 
合計 618 177 349.2

     ※「達成者」：１日当り電力使用量が前年比１０％以上削減した世帯 



 
    ２）表彰対象について 
 
      前年まで表彰の対象を、「前年比１日あたり電力使用量削減」に 

     絞っていたため、日常的に節電されている世帯は、コンクールへの 

     参加がしにくいとの声があったので、幅広くあらゆる家庭でコンク 

     ールへの応募をしていただくよう、今回のコンクールの表彰対象を 

     以下の４通りとした。 

 
      ⅰ．前年比１日あたり電力使用量 10％以上削減された方全員 
      ⅱ．前年比１日あたり電力使用量削減率上位３名 
      ⅲ．世帯１人あたりの電力使用量が少ない上位３名 

      ⅳ．優れた取り組みとして「がんばったで賞」３名 
 
 
    ３）取り組み期間について 
 
      取り組み対象期間を「１月分中国電力電気使用量お知らせ」の 
     対象期間（実際は１２月中旬～１月中旬とか１２月初旬～１月初 
     旬等、地域の検針日の違いによりまちまち）と設定・説明してい 
     たが、期間を誤解される方が若干いた。 
 
 
 （２）支出について 

 
      啓発用の詳しい資料を作成せず、報告書だけを提出する形式とし、 

     最も簡素化した場合、３０～４０万円程度の支出でも実施できる。 

 
     ※この場合、啓発が充分できない分、削減実績等も下回ると想定さ 
      れる。 
 
 

 

 

 

 



７．事業の評価 
 
   ①評価 
       

 電力量として８０，３２６ｋＷｈ、ＣＯ2量として４９，８０２ｋ

ｇの削減実績があがったこと、また、中国電力岡山支社内電力使用量

は前年比４．１％のアップとなっているが、本コンクール平均では前

年比１３．２％削減できており、この事業が啓発的な要素のみならず、

実績として確実にＣＯ 量削減につながるという証ができた。 2

 そして、参加者からは、この取り組みが家庭でのくらし方を見直す

きっかけになったとの声が数多くあがっており、今までの無駄な部分

が明らかになったり、家族の意識の変化につながったという効果につ

ながった。 
 
 
   ②課題 

  
 当初目指した「ライフスタイルの見直しのキッカケ」にはなってい

るが、コンクールという性格上、非日常的、一過性的な取り組みも見

うけられる。今後は「電気」に限定しない取り組みや、「コンクール」

という形態ではない「生活全般」に関するような取り組みへの移行が

必要である。 
 また、広くこの事業の成果を広報することで、コンクールに参加し

ていない世帯や、省エネに無関心な世帯に対する啓発につなげていけ

るような取り組みも必要である。 


